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1 はじめに

刑務所における受刑者の処遇について定めた決まりと

して、明治 41 年（1908 年）に監獄法が制定された。制

定当時は、監獄制度を法律で、しかも単行法で規定したと

いうことにおいて、欧米諸国に先がけたものであり、内容

的にもプロイセンの内務省所轄監獄則を模範とし、画期的

といわれるもの とされた。だが、時代が変わっても、

改正はほとんど行われず、制定当時の状況のまま運用が続

けられた。

しかし、2002 年にいわゆる「名古屋刑務所事件」が発

生した。その事件により、法務大臣の指示に基づいて「行

刑改革会議」が発足し、2003 年 12 月に「行刑改革会議

提言～国民に理解され、支えられる刑務所へ～」（以下「提

言」という） をまとめ、その提言を踏まえ監獄法はおよ

そ 1 世紀ぶりに改正され、刑事収容施設及び被収容者等

の処遇に関する法律（以下「刑事被収容者処遇法」という）

が成立した。

この行刑改革会議の提言からから 10 年が経過し、法務

省も提言に基づいた改革で、刑務所は大きな変革を遂げた

旨を広報動画等を作成して国民に知らせている。

では、提言で示された「真の意味で、罪を犯した者を改

善更生させ、円滑な社会復帰を果たさせるためには、それ

ぞれの受刑者が、単に刑務所に戻りたくないという思いか

ら罪を犯すことを思いとどまるのではなく、人間としての

誇りや自信を取り戻し、自発的、自律的に改善更生及び社

会復帰の意欲を持つことが大切であり、受刑者の処遇も、

この誇りや自信、意欲を導き出すことを十分に意識したも

のでなければならない。」（10 頁）といった状況は、刑事

被収容者処遇法が成立することによって確立できたとい

えるのだろうか。

この点、行刑改革会議の委員であった弁護士の菊田幸一

明治大学名誉教授は、刑事被収容者処遇法の制定後の状況

が、以前の監獄法の時よりも悪くなっている旨を指摘して

いる 。

現在、裁判員制度が開始され、国民が密接に刑事司法と

関わる機会が広がったなかで、塀の中が、国民から見えな

い隔離された状況におかれていてはならず、監獄法改正後

の状況について、広くわれわれ市民が状況を把握し、仮に

菊田名誉教授が指摘されているような点があるのであれ

ば、早急に改善が図られる必要がある。

そこで、本稿では、提言が示されてから 10年が経過し、

さらに刑事被収容者処遇法の施行から 10 年へ向けて、改
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めて、提言の示した①受刑者の権利義務の明確化、②行刑

運営の透明性の確保、③救済（不服申立）制度の整備、④

医療の在り方、⑤社会復帰への支援などを中心に考察を行

うものである。

2 受刑者の状況

提言では、「真の意味で、罪を犯した者を改善更生させ、

円滑な社会復帰を果たさせる」ことが求められたのである。 
そこでまず、受刑者の状況について確認していきたい。

図 1 の刑務所入所者の初入者・再入者別の推移を見て

みると、2012 年では初入者が 10,275 人に対し、再入者

14,505 人となっている。これは、率でいうと再入者率が

58.5%となり、入所者のうち、半数以上の者が再犯者とい

うことになる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

その再入者がどのくらいの期間で、刑務所に戻ったのか

について 2008 年に出所した者で見ると（図 2）、総数で

は、約 4 割が 5 年以内に再び刑務所に戻っている[4]。 
さらに、再入高齢受刑者の増加は大きな課題である。

1993 年の 65 歳以上の者の刑務所への入所は 394 人であ

ったものが、2012 年では 2,192 人で 5 倍以上となってお

り、そのうち 7 割以上は再入者である[5]。 
このような状況は、「罪を犯した者を改善更生させ、円

滑な社会復帰」をさせる状況が整っていないことを意味し

ている。

そのような再入者の状況を改善するためには、社会に戻

った時に誇りや自信をもてることも必要で、そのためには、

刑務所内で誇りや自信をどのようにもたせるのかについ

ても尊重される必要がある。少なくとも監獄法時代におけ

る特別権力関係に基づく考え方は、もはや時代遅れの産物

となったといってもいいであろう。そのため、刑務所内の

規律についても法律に基づくことが必要で、提言でも「受

刑者の権利義務及び職員の権限を法律上明確にすること

を求める」点を示している。

そこで、まず、権利義務の点から考察を進めていきたい。 
 

3．権利義務―懲罰制度・不服申立制度 
 
権利義務のなかで、特に懲罰は、受刑者の人権とも深く

関わるため、手続き等の規律は重要である。だが、監獄法

では、「在監者紀律ニ違ヒタルトキハ懲罰ニ処ス」（59 条）

と規定されていたのみで、どのような行為が懲罰になるの

か明確ではなかった。 
では、刑事被収容者処遇法になり改善されたのかといえ

ば、改善されたとはいえない。例えば、懲罰の理由として

「他人に対し、粗野若しくは乱暴な言動をし、又は迷惑を

及ぼす行為」、「刑事施設の安全を害するおそれのある行

為」、「刑事施設内の衛生又は風紀を害する行為」（刑事被

収容者処遇法 74 条）といったものが明記されている。だ

が、これらは解釈によって拡大解釈できる抽象的規定[6] 

のため、実情は監獄法時代の非法律化といわれる状況と同

じである。 
また、懲罰の種類は①戒告、②作業の停止、③自弁の物

品の使用停止、④書籍の閲覧の停止、⑤奨励金計算額の削

減、⑥閉居の 6 種類となっている。この点は、監獄法時

代の 12 種類と比べ少なくなっているが、憲法違反になる

重屏禁等がなくなっただけで、内容的には監獄法時代と変

化はない。さらに規律違反を行ったとしても、どの懲罰に

該当するのかは、監獄法時代同様、法律には明記されてい

ないため、上記の種類のどの懲罰になるのかはわからない。 
結局、改善されたのは、懲罰の手続きが法律で定められ

た点のみといえる。だが、その懲罰を審査する審査会では、

一応、弁護人役である補佐人が指名されるが、その補佐人

は刑務所の職員であり（刑事被収容者処遇法 155 条）、「受

刑者の立場に立って一生懸命闘ってくれることはあまり

なく、事前に事情を聴いてくれることもあまりなく、せい

ぜい、『本人は反省しているので寛大な処分を』と述べる

だけであるのが実情」[7]のようだという見解もある。しか

もその審査時間も 5 分程度[8]といわれている。 
また、審査会では、本人の主張や客観的事実が組み入れ

られずに、あらかじめ通知された容疑事実が、そのまま懲

罰執行時の事実認定として告知されることがほとんど[9]

とされる。 
この点から、審査会は必ずしも公正性が保たれているわ

けではないことがわかる。 
この審査会は監獄法時代にもあったが、その当時も「ま

 -

 5,000

 10,000

 15,000

 20,000

 25,000

 30,000

 35,000
再入者

初入者

←14,505

←10,275

図 1 刑務所入所者の初入者・再入者別推移 
2013 年版『犯罪白書』129 頁より作成 

図 2 出所受刑者の出所事由別累積再入率 
2013 年版『犯罪白書』131 頁より作成 
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るで暗黒裁判である」[10]と批判されており、状況は改善

されていないといえる。 
こうしたことから、提言において示された「規律の在り

方については、重箱の隅をつつくようなことまで事細かに

規制したり、また、暴力を振るうことによって規律秩序を

維持しようとしたり、規則を公正に適用しないなど、それ

が受刑者の人間としての尊厳を傷つけたり、社会通念に照

らして著しく合理性を欠くようなものであってはならな

いことは言うまでもない。」（19 頁）との点が尊重されず

に、運用されていることが推察できる。 
この点、数値でも確認してみたい。2012 年に懲罰に科

せられた受刑者は、のべ 60,731 人である。懲罰の人数と

しては、刑事被収容者処遇法施行以前の 2005 年が 53,579
人であったものが、改正が行われた後の 2007 年になると

68,700 人と増え、その後は 6 万人台で推移している。こ

のように人数が 5 万人台から 6 万人台へと増えているの

は、刑事被収容者処遇法の制定により、それまで懲罰かど

うか不確かだった行為が、懲罰として対応するようになっ

た結果とも見られるが、見方を変えれば、管理を行いやす

くするため、違反行為の取り締まりを強化し、問題が生じ

れば、それは法令に違反するので懲罰という形で処理する

ようになったからだといえる[11]。 
もちろん、受刑者のなかには規律違反を行う者もいるで

あろう。だが、法律化され、抽象的で恣意的な運用と捉え

ることができるような点が改善され、受刑者側にもわかり

やすくなったのであれば、違反行為が減少するような状況

になるのが自然といえるであろう。 
また、どのような懲罰が科されるのかを見ると（表 1）、

ほとんど（8 割以上）が閉居であることがわかる。 
 

 
 

種別 人数 
戒告 5,012 人 
作業停止 3 人 
自弁物品使用停止 ― 
書籍閲覧停止 99 人 
奨励金計算額の削減 4,268 人 
閉居 51,349 人 

 
この閉居は、監獄法時代の軽屏禁が名称を変えただけで 

内容はほとんどそのままである[12]。 
これでは、刑務所の管理に懲罰を利用しやすいような形

で改善が図られたのではないかという懸念を消すことは

できず、提言で示された問題点の解消へとつながっている

とはいえない。 
懲罰制度については、監獄法の時代においても、手続き

や軽屏禁に関する点など、国連の規約人権委員会でも懸念

が示されている[13] のであり、法律の文言だけでなく、運

用を含めて改善が行われないのであれば、提言だけでなく、

国際的にも懸念は払拭されないことになる。 

だが、仮に不合理な懲罰が行われているのであれば、不

服申立制度を用いることにより、不合理な懲罰の救済が行

われるはずである。提言でも、監獄法の不服申立てについ

て、十分な効果を発揮できていない旨（31 頁）が示され、

そのため、刑事被収容者処遇法により不服申立制度が整備

された経緯もあるからだ。 
もっとも、本来、行政機関により不当な処分が行われた

場合、「行政庁の違法又は不当な処分その他公権力の行使

に当たる行為に関し、国民に対して広く行政庁に対する不

服申立てのみちを開くことによつて、簡易迅速な手続によ

る国民の権利利益の救済を図るとともに、行政の適正な運

営を確保する」（行政不服審査法 1 条）ために行政不服審

査法が制定されているため、もし不合理な点があれば、そ

れにより救済されるはずである。 
しかし、刑務所等の刑事施設における処分については、

行政不服審査法における申立ては認められていない。そこ

には、刑務所等における収容関係は特別権力関係であって、

被収容者に対する処分は、収容の目的を達成するために行

われるものであるから、それに不服があるとしても、行政

不服審査法のように対等に争うように配慮されている手

続によるのは適当ではない[14]と考えられていることによ

る[15]。 
このように行政不服審査法では適用外になっていると

しても、監獄法における不服申立には問題点があり、提言

でも示されたからこそ、刑事被収容者処遇法では整備した

のである。 
その内容は、懲罰処分等に対する不服がある場合、審査

の申請を矯正管区長、法務大臣に対してでき、それに対す

る決済を「できる限り 90 日以内」とした。この点は、監

獄法の情願では期間が定められていなかったのであり、さ

らには、矯正管区長や法務大臣には、必要な調査を行うこ

とが規定されることになったことなどを考えると改善さ

れた部分もあるといえる。 
しかし、改善されたといえるためには、刑務所という密

室性の高い場所での行為に対する判断であるからこそ、公

平性を示すことが必要で、その判断に恣意的と考えられる

部分があってはならない。 
だが、例えば、刑務所の狭い密室のなかでは不満もたま

り、なかには事あるごとに刑務所を訴える「好訴性受刑者」

といわれる者がいる旨を、刑務所に勤務した経験をもつ浜

井浩一教授が指摘している[16]点から考えると、刑務所側

がこのような好訴性という観点を踏まえ、受刑者の主張に

耳を傾けないで判断している危険性を消し去ることはで

きない。 
だからこそ、提言では「行刑施設における被収容者の人

権侵害に対し、公平かつ公正な救済を図るためには、矯正

行政を所掌する法務省から不当な影響を受けることなく、

独自に調査を実施した上で判断し、矯正行政をあずかる法

務大臣に勧告を行うことのできる機関を設置することが

必要不可欠」（31 頁）とされたのである。 
そのため、監獄法の不服申立制度を改善したといえるた

表 1 懲罰の種別人数 
2012 年『矯正統計年報Ⅰ』より作成 
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めにも、第三者機関の関与を法的にも規定していく必要が

強く求められる[17]。 
 

4．権利義務―医療制度 
 

提言では医療についても懸念が示されている。監獄法に

おける医療については、医療スタッフ（特に医師）が定員

に達していないなど、その体制の不備を含め、医師の診断

が容易に受けられないという指摘は多々なされていたの

であり[18]、さらに、刑務所における受刑者の高齢化や薬

物依存者への対応等を含め、医療体制を改善することが命

に関わることであることを考えれば、改善は喫緊の課題で

あったといえる。 
ということは、刑事被収容者処遇法では、その点も十分

に考慮され、法改正されたはずである。確かに、指名医に

よる治療（63 条）が規定されるなど、一定の改善がなさ

れた部分はある。もっとも、監獄法でも「病者医師ヲ指定

シ自費ヲ以テ治療ヲ補助セシメンコトヲ請フトキハ情状

ニ因リ之ヲ許スコトヲ得」（42 条）とされていたのであり、

指名医による治療を受けることは、決して不可能ではなか

ったが、実際に受刑者が指名医による治療を受けることは

難しい状況であった。 
では、法改正が行われ、指名医による治療は積極的に行

われるようになったのであろうか。2011 年に法務省と警

察庁がまとめた「刑事収容施設法施行 5 年後の見直しに

ついて」[19]によれば、「法施行後、指名医による診療の実

績は計 22 件であり(2010 年 12 月末日現在)、必ずしも

積極的に実施されている状況にあるとは認められない」と

している。 
要するに指名医による医療は進んでいないのであるが、

なかには、「被収容者自身の希望に基づき、その指名する

外部の医師等による診察を認めることは、被収容者に対し

て刑事施設として適切な医療が提供される以上、その必要

性はない上、（中略）、被収容者の治療は、刑事施設の職員

である医師等によって行うことが適当であり、基本的に好

ましくない」[20]との指摘もある。 
しかし、刑務所で「適切な医療が提供される」というよ

うな見解は、正しいとはいえない。適切な医療が提供され

るためには医師が適正に配置される必要があるが、適正に

配置されているとはいえない状況が続いている[21]。その

ため、2013 年に「矯正医療の在り方に関する有識者検討

会」が法務省に設置され、2014 年 1 月には「矯正施設の

医療の在り方に関する報告書～国民に理解され、地域社会

と共生可能な矯正医療を目指して～」[22]が示された。そ

こでは「矯正施設における医療は、まさに『崩壊・存亡の

危機』にある」と指摘されている。 
そのような状況下では適切な医療がなされるわけがな

い。適切な医療がなされない状況は、刑務所で病気になっ

たら、大げさにいえば死を意味することになりかねず、そ

れを回避するためにも、指名医による診察は不可欠である。 
しかし、法律で示されているにも関わらず、指名医にお

ける診療が進まない現状は、利用できない状況を作り出し

ているからである。 
まず、指名医に依頼する場合には、治療費は受刑者自身

で支払わなければならず、しかも、保険給付の制限がある

ため（国民健康保険法 59 条等）、その金銭的な負担は大

きい。さらに、刑務所内での治療のため、指名医に刑務所

まで来てもらう必要があり、そのためには、以前から診て

もらっていた等、医師との一定の関係も必要となろう。 
このように高いハードルを設けているため、指名医によ

る診療が積極的に行われていないのは当然といえる。 
指名医による診療が難しく、刑務所での適切な医療が行

われていない状況は、刑務所の医療が機能していないこと

を意味している。 
『矯正統計年報』によれば、2012 年に死亡した受刑者

は 269 人である。もちろん、刑務所での死亡収容者のす

べてが、刑務所の医療不備のためと断定することはできな

い。しかし、仮に医療体制が整っていたならば助かってい

たのであれば大きな問題であり[23]、少なくとも、そのよ

うな状態が作り出されている懸念がある[24]。 
これらの医療体制の不備の改善策として、特に医師不足

への対応として、法務省は医学部学生への説明会を行うな

ど[25]医療体制の不備解消へ向けて動き出しているようで

あり評価できる部分もあるといえよう。 
だが、単に医師の人数を増やすだけでなく、医療水準の

向上など内容の充実を図るためにも、矯正医療を厚生労働

省へ移管するなど、抜本的に見直しを行う必要がある。 
なお、他にも医療についての問題は、診療を申し出れば

すぐに診察が受けられるわけではない点もあげられる。こ

の点では、刑務所側は、「受刑者のなかには多数の詐病患

者（仮病）がいて、これらの者にまで時間をとることがで

きないと弁明している」[26]という批判がなされている。  
このことは、刑務所の医療体制が整わないために、診察

できない理由を「詐病」と置き換え、自分たちの行為を正

当化していることを示しているといえよう。 
しかし、医療は生死が関係するのであり、どのような理

由があれ、診察を後回しにする行為が行われてはならない。 
 

5．権利義務―外部交通

 
受刑者は 24 時間、刑務所のなかで暮らしている。その

なかで、監獄法時代は受刑者の権利義務に関する部分が、

法ではなく、特別権力関係で考えられており、しかも、刑

務所の管理という点に重点が置かれていたため、不合理と

感じられる点を抱えながら生活せざるを得ない点も多々

あったといえる。 
しかし、不合理と感じることがあったとしても、監獄法

時代には不服申立が制度としてはなかったに等しく、外部

に助けを求めようとしても、外部との接触の機会が極端に

閉ざされているため、泣き寝入りをせざるを得ないという

こともあったのである。 
そのような弊害を含めて改善が図られる必要があり、提
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言でも、外部交通の拡大を図ることが示されている。その

ため、刑事被収容者処遇法では、それまで原則認められて

いなかった親族以外の者であっても、外部交通が認められ、

また、開放的施設において処遇を受けているなど、一定の

要件に該当する者には、電話での外部との交通が認められ

るようにもなり、改善が進んだように見える点もある。 
しかし、実際には親族以外との外部交通には依然として

厳しい制限があり、弁護士との間であっても様々な制約が

ある旨が指摘されている[27]。 
電話での外部交通についても、件数としては、61 庁で

2442 件[28]（2010 年）であり、これだと 1 庁平均、年 40
件程度しか認められていない計算となる。このような数値

では、電話での外部交通が認められたとはいえない。 
外部交通は、受刑者が社会とのつながりをもつという点

からも不可欠である。しかし、刑務所側にはそのような認

識は希薄といえる。例えば、『刑政』2013 年 4 月号では、

「行刑改革会議提言から 10 年」と題し特集が組まれてい

る。そのなかで横浜刑務所長の渡邉氏（肩書は掲載当時）

は、信書の発受について、禁止や差し止め件数が法改正に

より一気に増加し、信書事務が増大したため、親族、非親

族に分けて申告表を提出させ許諾の判断を行い、信書業務

の適正化へ導いた旨が示されている[29]。 
では、この業務の適正化

、、、
とは何を示すのだろうか。提言

では受刑者の増加等に伴う職員の負担の増加も述べられ

ており、信書業務が過度に職員の負担に結びつくならば、

もちろん改善も必要といえる。 
しかし、業務を適正化するという名目で、親族、非親族

に分けて交通させるようなやり方は、非親族との外部交通

を認めないことにつながる可能性が高い。このようなやり

方は、提言が示した外部交通の拡大につながらないのであ

り、実際、拡大されているとはいえない。 
信書の発受では、手書きで便箋に書かせるアナログの方

法のみでなく、電子メール[30]等を使う仕組みなどを考え、

校閲機能等を使用して発受の検査を行うことにより、職務

の軽減を行うことは可能である。それを行わないのは、刑

務所の考える適正化が、現在も、以前の監獄法時代を基準

に考えられているからである。 
結局、適正化という名目で、刑務所の管理運営ばかりに

目がいき、そのために必要な外部交通が阻害されるならば、

受刑者と社会とのつながりを阻み、受刑者がスムーズに社

会に戻ることを否定することにほかならない。 
さらに加えるならば、家族とのつながりは、社会に戻っ

た場合を考える点でも重要である。その点から考えるなら、

家族とは刑務所職員の立会なく、面会できる機会を与えら

れる必要がある。特に夫婦面会などは、職員の立会いなく

面会できるようにすることを積極的に認めるべきである。 
この点では、監獄法の時に刑事施設内での配偶者との交

合が争われた事例では、職員の立会いのない面会は認めら

れていない。そこでは、被拘禁者に交合を許した場合「事

の性質上、被拘禁者を部外者たる配偶者とともに監獄官吏

の立会いのない完全な無戒護の状態に置かざるをえず、そ

の結果、罪証隠滅の機会を与え、また逃走用具および麻薬、

覚せい剤その他の有害な物品の授受ならびに被拘禁者の

自殺および自傷行為、時には伝染病の病原菌の流入を防止

することが不可能となり（中略）多数の被拘禁者の秩序維

持および健康管理上、好ましくない事態が生じるおそれが

ある」[31]とし、その取扱いは、「公共の福祉に照らして是

認されるべき」[32]と判示している。 
だが、受刑者であっても、刑務所で拘束されることを除

けば、憲法における基本的人権は最大限保障されるべきで

あり、子どもをつくりたいという権利を奪うことはできな

い。そして、それを奪うことは罪を犯していない配偶者の

権利を奪うことにもなる。このよう制限は、あいまいな基

準で権利制限を行うことにつながり許されることではな

い。そのため、立会いのない夫婦面会を認めるように改善

が図られるべきである。 
いずれにしても、外部交通について提言が示した懸念が

解消されている状況にはない[33]。外部交通を制限するこ

とは、受刑者の様々な権利の制限へと結びつくのであり、

提言の示した懸念事項を改めて考察し、運用の改善が必要

となるといえよう。 
 
6．社会復帰に向けての支援―刑務作業と出所後の就労

 
提言では、「真の意味での改善更生を遂げ、再び社会の

担い手となるべく」と示されている。また、2012 年に犯

罪対策閣僚会議がまとめた「再犯防止に向けた総合対策」

（以下「対策」という）[34]では、「刑務所出所者等が、社

会における『居場所』や『出番』、すなわち、帰住先・就

労先を見付けること」が急務と認識されるとしている。 
しかし、刑務所で改善更生を遂げたとしても、社会の担

い手とならず、残念ながら再び刑務所の門をくぐる事態と

なっていることは、図 1 で示した通りである。 
再び刑務所に戻る要因は様々といえるが、図 3 を見る 

と入所と就労の関係が考えられ、入所回数が増えるごとに、

無職者の割合が増えているのがわかる。 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
そのような状況を防ぐためにも、出所者に対する就労支

援を刑務所入所中から考えることは不可欠である。 
もっともこの点では、2006 年度から法務省と厚生労働

図 3 刑務所入所者の就労状況 
（2006 年～2013 年） 

『矯正統計年報Ⅰ』、『犯罪白書』より作成 
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省が連携して「刑務所出所等の総合的就労支援対策」が開

始され、ハローワークとの連携の強化や刑務所に就労支援

スタッフを配置したりするようになった。 
このように、出所後に帰る場所（住居）なども含めた 

受刑者への社会復帰へ向けた施策が、刑事被収容者処遇法 
に伴い整備されたといえる。 

しかし、総務省は 2014 年 3 月「刑務所出所者等の社会

復帰支援対策に関する行政価・監視結果に基づく勧告」（以

下「勧告」という）[35]を行い、そのなかで就労支援では

ハローワークとの連携不足、住居につては行き場のない出

所者への支援の必要性などを勧告しており、このことから、

結果として、多くの刑務所出所者が社会復帰へと結びつい

ていない状況にあることがわかる。 
就労支援の課題を具体的にみると、まず、受刑者は職を

どのように探すのだろうかという点がある。一般社会にお

いては、ハローワークや求人誌、インターネットの求人サ

イト、あるいは就職支援会社等で職を探すことが多いので

はないだろうか。しかし、外部に出られない受刑者は、ハ

ローワークへ行くことはできず、インターネットも刑務所

内では使用できない。仮に、新聞などで求人を見つけたと

しても、履歴書を郵送するためには、外部交通になるため

制約があり、郵送できたとしても面接に出向くことはでき

ず、また、刑務所から郵送することになるため、応募会社

には受刑者であることがわかってしまうことになる。とい

うことは、刑務所から自分だけで就職活動をして採用され

るハードルはかなり高いということになる。 
そのため、ハローワークと連携を図り、職業相談や職業

紹介等を刑務所で行うようになり、また、受刑者という事

情を理解したうえで雇用し更生を支援する協力雇用主制

度等を利用し、入所中から就労を支援するようになった。 
だが、実情はというと、前掲の総務省の勧告によれば、 

「平成 22 年度から 24 年度までの就労支援事業の支援対

象者等のうち、受刑者等の就職状況をみると、入所・入院

中に就職が決定した者は毎年 100～150 人前後であり、支

援対象者等（約 3,000 人）の僅か 3～5％程度にすぎない。」

（2 頁）ことが示されている。 
就労決定に結びつかないのは、「受刑者のなかには就職

活動の方法を知らない者や、就労の意義と必要性を実感で

きていない者なども多いことから、きめ細かな支援が必

要」（勧告 2 頁）としながら、適切に就職相談などを行っ

ていなかったことなども要因といえよう。 
しかし、支援対象者の僅か 5%程度の就労にすぎない現

状は、ハローワークと連携を密にし、きめ細かな就労相談

を行ってさえいれば、割合が上昇するといえるのか。例え

ば、協力雇用主は 1 万社以上ありながら、受刑者を雇用

している企業は 400 社程度である[36]。 
もちろん、行政側も様々な対策を行い、43 の自治体で

は出所者を雇う協力雇用主を公共工事の入札で優遇する

制度を導入する[37]といった手をうっている。 
では、なぜ、協力雇用主制度を導入しても就労と結びつ

かないのだろうか。そこには、受刑者の就労希望先と協力

雇用主の業種との関係性もあるのではないのか。もし、就

職を斡旋しても受刑者のニーズとかけ離れているのであ

れば、就労を辞退したり、仮に就労に結びついたとしても

短期間で退職して無職になり、結果として刑務所に戻るこ

とにもなりかねない。 
結局、協力雇用主制度を整えても、受刑者の社会復帰へ

の行刑側の対応が適切ではないため、雇用主となる企業に

も受刑者の社会復帰が適正に理解されず、そのため、協力

雇用主が一定の業種に偏り、積極的に受刑者を雇用しない

状況になっていると推察できる。 
さらに勧告で、「就労の意義と必要性を実感できていな

い」点が示されていることからも、入所中の職業的な教育

の強化も必要といえる。 
だが、本来、刑事被収容者処遇法では、「その者の資質

及び環境に応じ、その自覚に訴え、改善更生の意欲の喚起

及び社会生活に適応する能力の育成を図ること」（30 条）

が定められ、その中核として、作業、改善指導、教科指導

を適切な内容と方法で実施することになっており、作業等

を行うことで改善更生の強化が図られると考えられてい

る。 
そこで、その中核となる刑務作業の状況についても確認

しておきたい。 
刑務作業は、生産作業と職業訓練等に分かれており、内

容的には受刑者の社会復帰に役立つもので、かつ、作業を

実施することで職業上有用な技能や知識を付与できるも

のでなければならない[38]こととされている。 
しかし、社会復帰に役立ち、有用な技能や知識が付与さ

れているとはいえない。そこには、刑法で懲役受刑者には

作業をさせることになっているため、作業をさせないわけ

にはいかないが、生産作業は民間業者からの依頼で作業を

行うため、社会復帰に役立つ質の高い作業だけを行わせる

ことは難しく、必ずしも社会復帰に役立つ作業ばかりでは

ないのが実情となるからだ。 
この点では、仮に、刑務作業が社会復帰に役立ち、技能

や知識を伴うようなものであるならば、生産作業について

は、それに対する一定の対価の支払いを考える必要もある。  
もっとも、刑務作業は刑罰の内容と考えられていて、刑

務作業を通じて規則正しい勤労生活を行わせることによ

り、心身の健康を維持し、共同生活における自己の役割や

責任を自覚させる[39]こともあるため、一般社会における

ような、就業に対する対価を認めるべきなのかについては

議論がある。 
しかし、1 か月平均 5,000 円にも満たない作業奨励金の

金額は、果たして妥当といえるのだろうか。このような作

業奨励金の現状は、監獄法の時と変わっておらず、刑務作

業自体の内容も社会復帰に役立つとはいえないならば、刑

務作業は、刑罰として単に苦痛を与えるための手段になっ

てしまいかねない。 
さらにいえば、刑務作業収入の減少に歯止めがかからず、

赤字になる事態すら想定される[40]との指摘も無視できな

い。そこには、高齢者、障害者等、刑務作業を行うことに
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支障がある受刑者の増加も要因として挙げられるからだ。 
このような点から考えるならば、もはや、刑務作業をい

ままでのような考え方で行うことに無理があるため、例え

ば、外部通勤作業を積極的に取り入れ、場合によっては、

入所以前の職場で働きながら罪を償えるようなシステム

を取り入れることも必要である。 
少なくとも、いまのような内容の作業を行わせ、作業奨

励金を与える
、、、

方法では、社会復帰に向けて役立たないどこ

ろか、社会復帰へ向けた就労への高いハードルを残すこと

となり、提言が示した趣旨から離れてしまうことになる。 
もう 1 点、職業訓練についても触れておく。確かに、

社会復帰に役立つ訓練も多いであろう。しかし、訓練を受

けたのち資格を取得しても、修了書を見せることで、元受

刑者であることを推測させ、それにより資格取得が社会復

帰に必ずしも結びついていない状況[41]など、改善が図ら

れるべき点が改善されていない。 
なお、資格の点でいえば、元受刑者に対する資格制限も

問題である。この点は、刑事被収容者処遇法の問題ではな

いが、このような現状は、様々な点で受刑者の社会復帰を

阻んでいる状況が存在しているといえる。そのため、行刑

改革を進めるためにも、そのような社会復帰を阻む制限は

早急に改善されなければならない。 
 
7．社会復帰に向けての支援－帰住先 
 

社会復帰のためには帰住先も重要である 
表 2 は出所理由と帰住先を示したものである。そこで

は、帰住先としては家族が大半を占めているが、帰住先が

不明（その他）の者もかなりいることがわかる。その理由

として、特に満期出所者では、仮釈放者と異なり家族と疎

遠になっている者もかなりいるからではないかと推察で

きる。 
しかし、帰住先がないことで、再び、刑務所の門をくぐ

ることになることは避けなければならない。 
そのため、帰住先の点を更生保護も含めた点から若干検

討を加えたい。 
 
 

 
更生保護は、犯罪を行った者が再び犯罪することを防ぎ、

善良な社会の一員として自立し、改善更生することを助け

る（更生保護法 1 条）ことにある。 
だが、2006 年に更生保護のあり方を考える有識者会議

が示した「更生保護制度改革の提言－安全・安心の国づく

り、地域づくりを目指して－」の報告を見ると、「今日、

更生保護制度は、機能不全に陥りかけており、その目的を

十分に果たせていない」ことが示されている。そのため、

このような状況を受けて、2007 年に更生保護法が制定さ

れ、その制定により、刑務所の出口から社会復帰へ向けた

支援が刑事被収容者処遇法とともに制度的には整ったと

いえる。 
しかし、機能不全に陥りかけており、その目的を十分に

果たせていないと指摘された更生保護は、更生保護法の制

定のみで、その機能を果たしているといえることには疑問

が生じる。 
現在、更生保護施設は全国に 104 施設あり、収容人員

はおよそ 2,300 人程[42]である。表 2 は割合で示している

が、人数にすると、2012 年の出所者およそ 27,500 人の

うち、「その他」はおよそ 7,100 人おり、そのうち満期出

所者がおよそ 6,500 人いる。ということは、希望したとし

ても収容人員の関係で、全員が更生保護施設を帰住先には

できないことになる。なかには、更生保護施設を帰住先に

することを求めない者もいるが、帰住先がなく、希望して

いるにも関わらず、受け入れない場合、途方に暮れるとい

うことになりかねない。 
そもそも、仮釈放となるためには、引受人と帰住先が確

保されていることが実務上の要件とされる[43]ので、改悛

の情があり、再犯のおそれがないと考えられたとしても帰

住先が確保できなければ仮釈放とはなるのは難しいため、

帰住先が未定な者は必然的に満期出所となる場合が多い。 
そのため満期出所者の場合には、出所後、帰住先がない

ため、生活が安定しないことが、およそ半分の者が 5 年

以内に刑務所に戻っている[44]大きな要因となっていると

推察できる。 
では、更生保護施設の収容人員の拡大を図れば問題が解

決するといえるのか。 
しかし、更生保護施設を帰住先とできない理由としては、

更生保護施設側が受け入れ困難者と考える者の受け入れ

を拒否している状況もある。もっとも、更生保護施設はほ

とんどが民間の施設であり、できるだけ受け入れ困難者を

拒否したいと考えたとしても仕方がない点もあるといえ

る[45]。そうだとすれば、単に収容人員の拡大を図るだけ

では、問題の解決にはならない。 
もちろん、更生保護制度は、更生保護法の制定により新

しい展開を迎えたといえる。 
しかし、更生保護が多くの民間やボランティア的な部分

に過度に依存している部分は改善されずに再犯防止対策

が十分に行えるのかと考えるならば、その答えが「Yes」
となるには無理があり、そのような点から、更生保護制度

はその目的を十分に果たせているとはいえない。 
そうだとしても、更生保護の担う役割はより重要といえ

 
家族 知人 雇主 

社会

福祉

施設 

更生保

護施設

等 

その

他 

仮

釈

放 
61.0% 5.8% 0.8% 0.2% 27.7% 4.6% 

満

期 
35.2% 7.3% 0.8% 1.8% 4.0% 50.8% 

総

数 
49.0% 6.5% 0.8% 1.0% 16.6% 26.1% 

表 2 刑務所出所理由と帰住先 
2012 年『矯正統計年報Ⅰ』より作成 
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るのであり、今後の行刑を考えるためにも、困難者と考え

られる者であっても、積極的に受け入れを行い支援できる

体制を整備しなければならない[46][47]。 
 
8．社会復帰に向けての支援－高齢者・障害者

 
一般の刑務所に、刑務作業を行うことが困難な高齢者や

障害者が多数入所していることについては、元衆議院議員

の山本譲司氏の『獄窓記』（ポプラ社 2003 年）によって、

多くの人々に知られるようになったといえる。そして、そ

のことが処遇困難な受刑者に対する支援を行う必要性が

あることを多くの人に認識させ、それが行政を動かすきっ

かけになった事はいまさら述べることではないであろう。 
そのような受刑者について、例えば、高齢受刑者の特性

として、身体能力や記憶の衰えのほか、対人関係でも、特

定の者としか付き合わない者、目立とうとして突飛な言動

をする者、適正な距離感をもって人と接することができな

い者などがかなりいることが認められる[48]との指摘があ

るように、他の受刑者と同様な処遇を行うことには無理が

あり、一定の配慮が必要である。 
この点では、一部の施設では床面のフラット化や手すり

をつけるなどのバリアフリー化、食事面でもかゆ食やきざ

み食が出されたり、刑務作業についても作業時間の短縮な

ど一定の配慮が行われるようになった[49]。 
ところで、このような配慮が必要な高齢受刑者等に関す

る問題は、いまに始まったことではない。1991 年版の『犯

罪白書』では「高齢化社会と犯罪」を取り上げている。そ

のなかで、特に再入高齢受刑者では、公的年金の受給の見

通しで、調査に応じた半数の者がもらえないと答えており、

そのためか働けなくなった場合の生活費について、福祉に

頼るが 3 割近くにおよび、当てがない者も 12%示されて

いた。にもかかわらず、有効な手だてが取られることもな

く、時間が経過し、山本氏の著書などにより問題が明確か

するなかで、ようやく出口支援に結びつく地域生活定着支

援センターが開設されるなどし、支援が進みだしたといえ

る。 
この地域生活定着支援センターは、高齢者や障害者など、

一般的に考えられる社会復帰が困難な者に対する支援を

行っており、2013 年にはコーディネート（刑務所出所予

定者の支援）した者は 1,234 件に及び、帰住先の調整や生

活保護の申請等の支援、なかには刑務所入所中に福祉的な

サービス（障害者自立支援の認定手続き、障害者手帳取得

等）をしたり、他にもフォローアップ（刑務所退所者の支

援）[50]など、一定の成果をあげていることは評価できる。 
だが、なかには、開設当初は高齢者の調整が 4 分の 3

を占めていたが、しだいに障害者の調整が増えてきて、

2012年度は 3分の 2を占めるようになった[51]とされる施

設もある。では、高齢受刑者の支援が必要な者が減ったの

であろうか。いや、そうではなく、そこには様々な点から

優先順位的な部分が決められ、支援がなされていくのが実

情であるといえる。 

ということは、支援が必要なすべての者に、地域生活定

着支援センター等を含めた支援が行われていない実情が

ある[52]。そのような、何らかの支援が必要でありながら

枠から漏れた者は、自分で進んでいくことになる。 
だが、前述した高齢受刑者の特性にあるように、対人関

係で困難さを抱えている者にとっては、自分自身で解決を

図ることは容易ではない。 
そこで、刑務所に入所しない支援、いわゆる入口支援を

含めた対策を講じる必要もあるといえる[53]。 
ただ、だからといって対象者のすべての者を入口での支

援に切り替えて、刑務所に入所させないということは無理

がある。となれば、刑務所に入所中にどのような支援対象

受刑者への対応ができるのか。少なくとも、バリアフリー

化や刑務作業の軽減だけでは、出所後の支援には結びつか

ない。 
そこには、行刑のなかに福祉的な視点をいままで以上に

取り入れていくことが不可欠になっていくと思われるの

であり、例えば、特別調整を療育手帳等を取得していない

対象者等にも調整が容易にできるようにする等、対象者の

枠を広げたり、刑務所入所段階から様々な支援できるよう

にするなど、見直しが必要な点は多々ある。 
 
9．行刑改革は進んだのか 

 
刑事被収容者処遇法では、「刑事収容施設（刑事施設、

留置施設及び海上保安留置施設をいう。）の適正な管理運

営を図るとともに、被収容者、被留置者及び海上保安被留

置者の人権を尊重しつつ、これらの者の状況に応じた適切

な処遇を行うことを目的とする。」（第 1 条）と規定して

おり、それを受け法務省側は受刑者の権利義務については、

「権利義務関係を明確化することによって、その人権保障

の十全が図られた」[54]との評価をしている。 
では、そのような評価は正しいといえるのであろうか。 
確かに、法律上は権利義務が明確化になったのは事実で

ある。しかし、すでに述べたように、様々な理由のもとに 
制限のみを行使し、権利を縮小している点が多い。 
結局、刑事施設の運用面のみを重要視し、刑務作業中の

脇見禁止などという、一般社会から離れた処遇がさも当た

り前に正当化され、それが規律違反、懲罰へとつながる旧

態依然の体制がそのまま通用していることにこそ、大きな

問題があるのである。にも関わらず、そこには触れずに大

きな成果があると評価することでは、受刑者個人にとって

必要で適切な処遇はされずに、受刑者の自己肯定感を否定

することのみが増大されることになる。 
それでは、提言で示された受刑者の特性に応じたきめ細

かな処遇をすることに結びつかず、管理主義のもと画一的

な処遇が当たり前のように行われることになってしまう。 
だが、前掲の法務省矯正局の示しているところによると、

受刑者には、心理学、社会学、その他の専門的知識及び技

術に基づく処遇調査を実施し、それにより処遇指標の決定

や処遇要領の策定がなされ、処遇要領に基づき、改善更生
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及び社会復帰に必要な処遇を受けることになっている[55]

とし、画一的な処遇を否定している。 
もし、そのように個別的な処遇が行われていて、さらに

出口支援も行われている状況であれば、再入所の問題がこ

れほどクロースアップされることはないに違いない。 
さらにいえば、提言では、「国民に理解され、支えられ

る刑務所へ」と示されたように、閉ざされた塀の中で、何

が行われているのか国民にはわからない状況も課題であ

ったのであり、その点から、刑事被収容者処遇法では刑事

施設視察委員会（以下「委員会」という）が設けられ、刑

務所に国民の視線が容易に向けられるようになったはず

である。 
そのため、委員会は刑務所の視察や、刑務官等の立ち会

いなしに受刑者と面接したり、刑務所長に意見を述べこと

ができることになっているのである。 
しかし、委員は弁護士や医師、自治体等の推薦を受けた

者等といったように特定の者で構成されるのみで、一般の

国民が委員になることはほとんどない。もちろん、特定の

者が委員となったとしても、第三者の目が入ることは意義

がある。だが、よほど大きな問題が起きない限り、要する

に新聞等のニュースにならないならば、問題点が私たちの

目に触れることはない。 
このような点からは、委員会の委員は、裁判員制度のよ

うに、国民から選出していくことなど、国民の目が刑務所

に行き届くことが必要といえる。 
結局、私たち国民が閉ざされた刑務所の現状について理

解できない（閉ざされているために理解できない）点が、

出口支援を充実させようとしても、根本的に充実へ結びつ

かない要因となっているといえよう。 
私たちが理解していない点でいえば、更生保護施設の移

転新築をめぐり、福島市で住民の間で反対運動があるとの

報道[56]がある。私たちは、日々ニュースで犯罪について

目にし、耳にしているが、犯罪者は一生刑務所から出てこ

ない、あるいは出てきてほしくないと思っているのかもし

れない。そのような認識では、更生を行う施設が、自分た

ちの生活している地域のなかに移転することが、とんでも

ないことと思ってしまうのを否定することできないであ

ろう。そのため、私たちの社会においても、更生をし、出

所した受刑者について受け入れるという認識が必要とな

り、そのためには、行刑側が提言の示した行刑改革を適切

に実施し、国民に状況を知らせることは不可欠である。 
しかし、述べてきたように、提言が示した行刑改革は、

行刑当局による間違った理解と評価などにより、①受刑者

の権利義務の明確化、②行刑運営の透明性の確保、③救済

（不服申立）制度の整備、④医療の在り方、⑤社会復帰へ

の支援等の改善点を進めることができず、監獄法時代の状

況に後退している。

そのような状況は、「対策」で示された過去 5 年におけ

る 2 年以内の再入率の平均値を基準として、2021 年まで

に 20％以上削減するという数値目標を達成することはで

きなくなる。 

そのため、行刑当局は、いま一度、提言が示した趣旨を

正確に理解すべきであろう。 
私たち人間は、人間であるからこそ過ちを犯すこともあ

るが、過ちを犯したからといって、人間の尊厳を奪うよう

な処遇を行うことにプラスの意味はない。そのため、私た

ち国民も、いま以上に塀の中の実情に目を向け、今後、真

の意味で行刑改革が進むように声をあげていくことが求

められよう。 
 
10．おわりに 
 

16 世紀にアムステルダム懲治場やブライドウェル懲治

場から始まったといわれている近代自由刑は、犯罪者に労

働（作業）と矯正教育を行って再び社会に戻すことで、そ

の役割を達成しようとしたと考えられる。 
そうだとしても、刑罰制度は一定の行為を行った者を、

何らかの意味において、一定期間、社会から排除すること

を求めているともいえるのではないだろうか。 
だが、仮に刑罰制度が一定期間、犯罪者を社会から排除

することを求めているとしても、私たちがこれから目指す

刑罰制度は、犯罪者を社会的に永久に排除すべきと考える

のか、あるいは社会的に包摂（ソーシャル・インクルージ

ョン）すべきと考えるべきなのか、その答えは、すでに提

言によって示され、刑事被収容者処遇法によって導き出さ

れているといえる。 
とはいえ、犯罪者の人権は多くの国民（市民）にとって

最も理解し難い人権の 1 つ[57]である。 
だからこそ、私たちは犯罪や犯罪者の状況について目を

向けるべきである。 
そして、今後、刑罰とどう向き合うべきなのか、次の

10 年へ向けた新たな提言を示して、取り組んでいく必要

に迫られているのである。 
その課題は社会にとって非常に重要である。 
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